



































































































































































































































































２０３.３６（　２.６） ３.７畝陰 １.１畝陰 ９１（４８.３）陰１２支里孟辛荘玉田
８２.９１.０４（　０.４） ９.１畝右 ８.７畝宇 ８１（５４.３）隠唐山から約８支里雷家荘灤
２９.７１.４７（ １３.５）４２.２畝２８.７畝鰻 ７７（５９.７）韻５支里胡庄寧河
９４.４１.６４（　４.８）１２.３畝迂 ７.５畝右 ９０（６３.３）吋小王荘より５支里芝蔴 玉田
１０００.６５（－６.５）１２.３畝迂１８.８畝渦１２８（６５.６）約２８支里紀各荘薊
７５１.９５（１１.４）２３.４畝１２.０畝羽 ５８（６８.９）右１２支里小王荘玉田
６６.６１.８９（　４.４） ９.３畝宇 ４.９畝隠 １７（７０.５）宇１２支里小江荘玉田
４６.１０.８２（－３.６）１７.５畝２１.１畝唄 ８９（７３.０）烏宣荘鎮から約２支里東鴻鴨泊豊潤
４４.８０.７７（－５.７）１９.６畝２５.３畝蔚１９５（７４.３）羽３５支里小営村密雲




































































































































































































































































 ２（ １.２）１００畝以上 ２（ １.２）１００畝以上
 ４（ ２.４）５１～９９畝 ６（ ３.７）５１～９９畝
１２（ ７.２）３１～５０畝１０（ ６.１）３１～５０畝































































































































 １（ ０.５） １（ ０.５）０ １（ １.１）１００畝以上
 ６（ ３.０） ６（ ３.０） ３（ ３.３） ２（ ２.２）５１～９９畝
１０（ ５.１）１０（ ５.１） ６（ ６.７） ５（ ５.６）３１～５０畝
１８（ ９.１）１４（ ７.１） ９（１０.１） ８（ ８.９）２１～３０畝
































































 ９（ ７.２）１２（ ９.６）５１～９０畝
 ９（ ７.２） ９（ ７.２）３１～５０畝
１４（１１.２）１７（１３.７）２１～３０畝
































































０ ２（ ３.３）０ ２（ １.７）１８０～１７０畝
 １（ １.６） ２（ ３.３）０ ２（ １.７） ５０～６０畝
０ １（ １.６） ７（ ６.２） ２（ １.７） ３１～４０畝
１０（１６.６）０ ９（ ８.０） ２（ １.７） ２１～３０畝
 ５（ ８.３） ２（ ３.３） ７（ ６.２）１０（ ８.９） １６～２０畝
１１（１８.３） ７（１１.６）２０（１７.８）１０（ ８.９） １１～１５畝
 ９（１５.０） ６（１０.０）３１（２７.６）１８（１６.０） ６～１０畝
１３（２１.６）３４（５６.６）１５（１３.３）２１（１８.７） ５畝以下
１１（１８.３） ６（１０.０）２３（２０.５）４５（４０.１）０畝
典拠）『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告』第一部下，２９２～２９４頁・
３２７～３２９頁より作成。
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１０畝以下層が４１.１％を占めていたが，土地所有者の所有面積は全て５～５０畝
となっており，土地所有の零細化が激しいとまでは言えない。
「農民の主食物たる高粱の栽培面積は最大にして３７％，次は食糧飼糧及販売
を兼ぬる玉蜀黍にして２０％，粟は殆んど自家用として（食糧中高貴に属す）栽
培するに止る。従て粟の栽培面積の大小は生活程度の高低に比例する傾向が
あ」った。なお，一般的な商品作物は落花生だった５９）。
同村からは２人の出稼ぎ者と１７人の移民があり，「出稼者中１名は哈爾浜市
に，他は奉天に於て小売買を為し」，「移民中１名は昌黎にて店員として働き
つゝある以外は全部の移住先は満州国」で，その「大部分は商人又は店員」で，
農業従事者はいなかった６０）。
「村民間に於ける共同的事業は皆無」で，「農民間にて労力の過不足を補足し
合ふ慣習も行はれず，労力の不足は現金を以て村内の農業労働者を雇ふか，
或は付近紅瓦店に農繁期だけ開かるゝ労働者市場より供給を仰」いでいた６１）。
「農民一般の飲食物は極めて粗食にして僅かに副食品として白菜を用ふる
外は塩を以て」し，「大多数の常食は紅高粱」で，「白高粱は紅高粱より高価な
る故例へ栽培するも，生産物は多く販売用とし自家用に供する部分は少」なく，
白菜は大半を購入していた６２）。
以上のことから，臨楡県黒汀庄では，土地所有の零細化が進行しているが，
脱農化はあまり進行せず，むしろ多くの農家が農業経営規模を拡大して農業
に重点を置く傾向があったことを窺い知ることができる。ただし，労働力が
商品として売買されている状況からすれば，商品経済はかなり展開していた
と見るべきであろう。
表２－１３．臨楡県黒汀庄土地所有者３４戸における所有面積別戸数の分布
５０畝以上３０～５０畝２０～３０畝１５～２０畝１０～１５畝５～１０畝５畝以下
０６（１７.６％）６（１７.６％）２（５.８％）６（１７.６％）１４（４１.１％）０
典拠）『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告』第一部下，３６０頁より作成。
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　おわりに
民国前期冀東地区における農村経済の発展は，大規模農業経営の展開や小
農経営へ収斂するのではなく，脱農化と零細農化の進行として表れると考え
るのが妥当である。そして，零細農化には零細自作農化と零細小作農化があっ
たが，一般的に，華北よりも農業生産性の高い華中において地主・小作制が
広範に展開したことから考えれば，零細農家が小作農となるか雇農となるか
は主要には地域ごとの農業生産性の差異によって決定すると考えられる。い
ずれにせよ，零細土地所有者の主要な展開方向は，脱農化以外には，零細小
作農化と零細小作農化，すなわち，小作地を借入れて経営を拡大（自小作化・
小自作化）するか，あるいは，農外収入を獲得（兼業化）することだった。
また，１９３１年に勃発した「満州事変」と翌１９３２年の満州国の成立によって冀
東地区農村の中には大きな影響を受けたところがあった。とりわけ，「満州」
が出稼ぎ先，土布などの販売先，安価な雑穀食糧の供給先などになっていた
農村では，影響が大きかった。すなわち，１９３１年に勃発した「満州事変」以降，
冀東地区農村の多くに商品経済の後退現象をもたらした。
注
１）拙稿「近現代中国農村経済史分析の新たな枠組みと発展モデルの提示」（『金沢大学経
済論集』第３３巻第２号，２０１３年３月）。
２）冀東地区農村実態調査班（天津日本租界海光寺支那駐屯軍司令部内）が１９３６年に刊行
した冀東地区農村実態調査報告書として，『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告
上』冀東地区農村実態調査報告第一部上，『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告
下』冀東地区農村実態調査報告第一部下，『冀東地区十六箇県県勢概況調査報告書』冀
東地区農村実態調査報告第二部，『冀東地区内農村産業特別調査報告書』冀東地区農
村実態調査報告第三部，『第１回冀東地区内選択農村実態調査概要報告書』冀東地区
農村実態調査報告第四部などがある。
３）南満州鉄道株式会社天津事務所調査課『北支農業要覧』北支経済提要第三表（１９３６　
年）。
４）前掲書『冀東地区十六箇県県勢概況調査報告書』５０頁。
５）前掲書『冀東地区十六箇県県勢概況調査報告書』２５４～２５８頁。なお，唐山市はもとも
と「河北省灤県の西隅豊潤県との境界に位置し，炭鉱事業開発前は橋頭屯と称する一
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寒村」だったが，「開灤炭鉱事業の発展に伴ひ，商工業の著しき発展，人口の激増」に
よって，天津・北京につぐ大都市となったという（２６０～２６１頁）。
６）同上書，２６０頁。
７）同上書，２３０～２３２頁・２３４～２３５頁。
８）前掲書『冀東地区十六箇県県勢概況調査報告書』２４１～２４４頁。
９）同上書，１２～１３頁。
１０）前掲書『冀東地区十六箇県県勢概況調査報告書』３０２頁・３０５頁。
１１）同上書，２８６～２８８頁・２９３頁。
１２）同上書，８５～８６頁・９０～９１頁。
１３）同上書，９２～９３頁・９５～９７頁。
１４）同上書，９９頁。
１５）同上書，３１８～３１９頁。
１６）同上書，２１６～２１８頁。
１７）同上書，１０７頁・１２１頁・１２３頁。
１８）前掲書『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告』第一部上，２０９～２１０頁。
１９）前掲書『冀東地区十六箇県県勢概況調査報告書』３４７～３４９頁。
２０）同上書，１７１頁・１７４頁。
２１）同上書，２０３～２０４頁・２０６頁。
２２）同上書，６６頁・６８～６９頁・８０頁。
２３）同上書，３１頁・４１頁。
２４）前掲書『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告』第一部上，３頁・７～１０頁・２２～
２３頁・２６頁。
２５）同上書，３６頁。
２６）同上書，７５～７６頁・８０頁・８５頁。
２７）同上書，９９頁・１０２～１０３頁・１１２頁・１１８頁。
２８）同上書，１３７～１３８頁・１４３頁・１４４頁。
２９）前掲書『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告』第一部下，３～４頁。
３０）同上書，９～１０頁・４４頁。
３１）同上書，１５頁・１９～２０頁。
３２）同上書，３４～３５頁・３８頁・４１～４２頁・４４頁・５０頁。
３３）同上書，５１頁・５３頁。
３４）同上書，５８頁。
３５）前掲書『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告』第一部上，２７５～２７８頁。
３６）南満州鉄道株式会社天津事務所調査課『遵化県盧家寨農村実態調査報告』北支那経済
資料第２７輯（１９３６年）７２頁・８８頁・９７～９８頁・１２９頁・１３６頁・１３９頁・１６８～１６９頁。
３７）同上書，１８１～１８３頁。
３８）前掲書『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告』第一部上，１５６頁。
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３９）同上書，１７８頁。
４０）同上書，１５９頁。
４１）同上書，１５６～１５７頁・１５９～１６０頁。
４２）同上書，１６４頁。
４３）同上書，１９７頁。
４４）同上書，２０２～２０３頁。
４５）同上書，１３７頁。
４６）拙著『華中農村経済の近代化』（汲古書院，２００４年）第２編を参照されたい。
４７）前掲書『冀東地区十六箇県県勢概況調査報告書』１３８頁・１４２頁。
４８）注３）に同じ。
４９）前掲書『冀東地区十六箇県県勢概況調査報告書』第二部，１４１頁。
５０）『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告』第一部下，１９１頁・１９６頁・２０２頁。
５１）同上書，２０７頁・２０９～２１０頁。
５２）同上書，２１５頁・２１７頁。
５３）同上書，２４０～２４１頁・２４３～２４５頁。
５４）同上書，２７５～２７６頁・２８０～２８１頁。
５５）同上書，２８８頁・３０９頁・３１３頁。
５６）同上書，３３１頁。
５７）同上書，３５７頁。
５８）同上書，３５９～３６１頁。
５９）同上書，３６６～３６７頁。
６０）同上書，３８７～３８８頁。
６１）同上書，３８９頁。
６２）同上書，３９１頁。
